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最近中国の GDPの成長率について，疑問が

投げかけられている（注１）。このことは中国のひ

とつの“勲章”であるかも知れない。中国の高

度成長は１９７７年から始まっているから，２００２年

で２６年間も持続したことになる。高度成長の過

去の事例は日本，台湾，韓国がある。日本は戦

後の復興要因がなくなった１９５５年から高度成長

に入り，７３年秋の第１次オイルショックで終息

するまで１９年間続いた。この間の年成長率は

９．３％であった。台湾は１９６２年から高度成長に

入り９２年に終息するまで約３０年間，実質年成長

率は９．４％であった。韓国は１９６０年代後半から

約２５年間高度成長が続いた。中国の高度成長は

１９７７年から年率８．６％である。日本，台湾，韓

国に比し，中国は巨大な人口をもち，日本の国

土面積の２６倍という広大な地域でなぜこのよう

な長期にわたり，かつ８．６％という成長が実現

したのか。これは誰しも探究したいという誘惑

にかられる。

この高度成長の結果，対外輸出は異常な伸び

を示した。１９８０年に比し，２０００年の輸出額の伸

びは世界が３．２倍であるのに，中国は１３．８倍で，

世界の中で跳び抜けて高い。ちなみに日本は４

倍である。

このような発展から，統計上からも中国の成

長は実態を反映するものか否かについて疑問が

提示されるようになったと思われる。疑問はア

メリカの中国経済研究者から提起された。成長

率が過大評価されているのではないかというの

がその内容である。

そこで本稿はマクロ経済の統計方法に焦点を

絞って考えてみることにする。

Ⅰ 政府統計の信憑性を疑わせしめた

いくつかの事例

中国政府が経済統計を公表したのは１９５０年代

と８０年代中期以降である。１９６０年から８０年代初

頭までは当時の政治的理由からほとんど公表さ

れなかった。１９９０年代に入って未公表であった

６０年代，７０年代の経済統計が少しづつ整理され

公表されるようになり，今日にいたっている。

１９９９年出版の�新中国五十年統計資料匯編�（国

家統計局国民経済綜合統計司編 中国統計出版局）
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は約５０年間の経済発展の様相を集大成したもの

である。毎年公刊されている�中国統計年鑑�

や産業別統計年鑑，各地方省級レベルでの統計

年鑑などをつき合わせていると，どうしても解

釈不可能と思われる統計数値がいくつか発見さ

れる。ここでは中国政府統計の信憑性を失わせ

しめる事例を３つだけまず紹介する。

１．１９５８年の工鉱業・農業統計の水増し

表１に当初の公表値と修正値とをまとめた。

中国政府が用いる�工業�には鉱業が包摂され

ているので，本稿では工鉱業として用いる。

１９５９年４月に公表された工鉱業農業生産総額

は，４カ月後の５９年８月に約２０％減少して修正

された。１９８３年１０月公表値はそれをさらに１０．４％

減少させている。当初の公表値に比較するとじ

つに２８％も下方に修正した。食糧生産量当初３

億７５００万トンと公表されたが，１９５９年８月に３３％

減の２億５０００万トンに修正，８３年１０月はそれを

さらに２０％減とした。当初の公表値に比較する

と，じつに４７％の減である。粗鋼生産量は当初

１１０８万トンと公表したのを１９５９年８月には２８％

減の８００万トンとした。１９８３年１０月の公表値は

修正がなかった。

なぜこのような誇張が行われたのか。１９５８年

から３年間は大躍進運動が展開された。１９５７年

秋から河南省から大水利建設運動が始まった。

伝統的に秋の収穫以後水利建設が行われていた

が，中華人民共和国になってから，共産党の指

導による大衆運動が展開されるようになった。

旧社会では自然村の範囲にとどまっていたのが，

行政村の範囲から，それを越える郷（日本の郡

に相当）の範囲へ，さらに県の範囲に拡大され，

表１ １９５８年の工鉱業農業統計の修正

工鉱業・農
業生産総額
（１０億元）

工 鉱 業
生 産 総 額
（１０億元）

農 業
生 産 総 額
（１０億元）

食料生産量

（１００万 t）

粗鋼生産量

（１００万 t）

１９５９年４月公報１）

絶対値 ２２８．９ １３６．１ なし ３７５ １１．０８
対１９５７年 比（％） １６５ １６６ １８３．８ ２０７

１９５９年８月修正値２）

絶対値 １８４．１ １１７ ６７．１ ２５０ ８
対１９５７年 比（％） １３３ １４９ １１１ １３５ １４９．５
修 正 幅（％） －１９．６ －１４ －３３ －２８

１９８３年１０月公表値３）

絶対値 １６４．９ １０８．３ ５６．６ ２００ ８
対１９５７年 比（％） ９８＊ １４９．５
修 正 幅（％） －２８ －２０．４ －４７ －２８

（出所） １）�政府公報�（�新華半月報�１９５９年８号）５１～５３ページ。
２）�周恩来報告�（�人民日報�１９５９年８月２９日）。
３）国家統計局編（１９８３，１６，１５８，２４５）。

（注） �１食糧は穀物，大豆，芋（重量の４分の１を算入）。�２修正値はいずれも１９５９年４月公表値
に対する修正幅を示す。�３生産総額は当年価格。�４＊食糧の１９８３年１０月公表値の対１９５７年比
は当時公表された５７年生産量２億４０００万トンを分母として計算。１９８３年１０月公表の資料では
５７年生産量は１億９５０５万トンである。
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無償による大衆動員が行われるようになった。

河南省の事例が�人民日報�に報道されるや，

各省の共産党委員会は競って高い目標をかかげ，

より多くの農民を水利建設運動に動員するよう

になった。この運動が水利建設に必要な道具や

材料造りを誘発し，全国範囲で鉄造りが展開さ

れることとなった。これが“土法の鉄造り運動”

である。１９５７年の１２月には中央は旧ソ連のフル

シチョフの�１５年でアメリカを追い越す�とい

う方針をまねて，�１５年でイギリスを追い越す�

という方針を提示していた。土法の鉄造り運動

はこの方針を実施するものととらえられ，都市

の知識人まで動員して，小さな製鉄炉の建設が

行われた。省段階でも県段階でも，党委員会は

できるだけ高い目標を掲げることが中央への忠

誠とみなされ，各級党委員会書記の功名争いと

なった。

当時の統計方法は業務統計方法で，各部門各

地方から経済成果を各上級政府へ業務として報

告される数値を中央の国家統計局が集計すると

いうやり方がとられていた。各項の建設目標を

低くしたり，成果報告を低くしたりすることは，

�右派�と批判される雰囲気であった。これが

誇大な統計をつくりあげる結果となった。各級

の党委員会の党書記の評価は建設の成果による。

党委員会が経済統計担当部門に政治的圧力を加

えるという�水増しバイアス�を生む制度が存

在する。

大躍進運動は１９６０年に失敗するが，後の６３年

５月，国家統計局は�わが国の統計事業におけ

る１３年来の経験の総括�を行い，つぎのように

述べている［国家統計局１９８６，１７０―１７２］。

�当時（１９５８年――引用者）の農産物収穫量

や工業産出総額などの数値における虚偽の要

素に対し，われわれは深く入って調査するこ

となく，わけのわからない“長いものに巻か

れろ”式で統計をとってしまった。あるいは

原則を堅持せず，統計数字の誇大化した情況

を党中央や各級の指導者に適時に報告するこ

とを怠ってきた。これらの誇大化された統計

数値は党と国家の事業に重大な損害を与えた�。

この総括に書いていないことが一点ある。各

級の党委員会が統計担当者に政治的圧力をかけ

たという点である。各級党委員会の権力の強さ

は当該行政区の統計部門のそれと比較にならな

いほど大きい。党委員会が政治的圧力をかけた

とは口が裂けても言えなかったと思われる。

２． 耕地面積統計の過小評価

�中国統計年鑑�は，１９８１年版から２００２年版

まで２１冊出版されている。１９８２年版は出版され

ていない。耕地面積統計が掲載されるようにな

ったのは１９８６年版からである。各年版とも，そ

の１年前の経済数値を掲載する。１９８６年版には

８５年統計が掲載されている。１９８５年の耕地面積

は９６８５万ヘクタールであった。その後１９９７年版

まで毎年の耕地面積が掲載されてきた。１９９６年

の耕地面積は９４９７万ヘクタールと記されている。

しかし，１９９８年版，９９年版には耕地面積統計は

出ていない。２０００年版から１９９９年耕地面積が再

掲され，１億３００４万ヘクタールとある。１９９６年

面積に比しじつに３７％の増である。

中国最初の統計書である�偉大的十年�（人

民出版社 １９５９年）にはその１１３ページに１９４９年

から５８年までの耕地面積が掲載されていて，ほ

ぼ１億ヘクタール前後である。経済改革は１９７９

年からはじまり，経済統計の公表もしだいにな

されるようになった。解禁後最初に出版された

のが�中国経済年鑑�の１９８１年版である。同書
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の vi～９ページに耕地面積統計が１９６５年，７５

年，７９年の３年分につき公表された。この表の

脚注に�耕地面積統計は精査の必要がある�と

記された。政府関係者が耕地面積統計につき疑

問をもち始め，それが海外にも公開された出版

物にも掲載された最初の記録である。一説によ

ると，アメリカ政府がランドサットの写真分析

から，耕地面積は過小評価されていると中国政

府の関係者に漏らしたことが政府関係者が耕地

面積統計に疑問を持ち始めたきっかけと言われ

ている。真偽のほどはわからない。

政府は１９８５年大量の調査員を動員し，土地の

精査を行った。その調査結果は１９９１年�中国土

地資源生産能力及人口承載研究�という分厚い

本として出版された。そこに掲載された公表値

を整理したのが表２である。

既存の公表面積と比較すると，全国で３７．１％

の増加である。拡大幅が最も大きいのが貴州省

でほぼ２倍，つぎが寧夏で１．７６倍，広西が１．６７

倍，陝西の７位まではいずれも辺境省，自治区

で１．５倍以上である。農業省とも言われる四川

省ですら１．４９倍である。拡大幅が最も少ないの

が河北省で１．０３倍である。この７つの辺境省，

自治区と黒龍江省，内蒙古は１９５０年代から６０年

代中期まで，華北３省や沿海部から大量の漢民

族が生きるために移住し，開墾を行ってきたと

ころである。その他の省を含め開墾し農地化し

ても政府に報告していなかったとみることがで

きる。

新しい耕地面積を含めて１９９５年までに公表さ

れた耕地面積統計を表３に整理した（注２）。１９９０

年代，政府関係者のみならず多くの人口学者や

農業経済学者は表３の A系列の統計から論を

組みたてていた。中国は耕地面積がきわめて少

ない上に莫大な人口を抱える，この人口圧が最

大の問題であるという論である。耕地面積が３７％

も過小評価されていたとすると，耕地の潜在生

表２ 公表耕地の過小評価度（１９８５年）
（単位：万 ha）

公表耕地� １９８５年調査� B/A×１００

全 国 ９，６８９．４ １３，２８６．６ １３７．１

貴 州 １８７．４ ３７３．３ １９９．２
寧 夏 ７９．６ １４０．１ １７６．０
広 西 ２５７．３ ４２９．２ １６６．８
雲 南 ２７７．８ ４６３．２ １６６．７
チベット ２２．３ ３６．１ １６１．９
山 西 ３７６．３ ５８５．８ １５５．７
陝 西 ３６２．９ ５５２．４ １５２．２
四 川 ６３７．１ ９４６．４ １４８．５
安 徽 ４４２．４ ６５５．６ １４８．２
天 津 ４４．８ ６４．７ １４４．４
甘 蕭 ３７９．２ ４９８．２ １４２．７
福 建 １２６．２ １７８．５ １４１．４
内 蒙 古 ４９３．２ ６８３．７ １３８．６
黒 龍 江 ８９３．５ １，２６６．１ １３７．２
北 京 ４２．１ ５７．４ １３６．３
新 疆 ３０８．４ ４１３．６ １３４．０
吉 林 ４００．１ ５３５．４ １３３．８
浙 江 １７７．８ ２３７．９ １３３．８
山 東 ７０４．２ ９３７．６ １３３．１
湖 南 ３３４．３ ４４３．６ １２９．７
湖 北 ３５８．６ ４５５．４ １２７．０
河 南 ７０３．７ ８８４．３ １２５．７
遼 寧 ３５８．８ ４４７．３ １２４．７
青 海 ５６．６ ７０．４ １２４．４
江 蘇 ４６０．７ ５６１．４ １２１．９
江 西 ２３７．１ ２８０．１ １１８．１
広 東 ２６０．０ ３０３．６ １１６．８
上 海 ３４．０ ３８．６ １１３．５
河 北 ６６０．７ ６７８．１ １０２．６

（出所） � �全国各省，自治区，直轄市歴史統計
資料�編（１９４９―１９８９）�中国統計出版
社 １９９０年。全国は１４ページ，その他
は各省篇。

� �中国土地資源生産能力及人口承戴量
研究�中国人民大学出版社 １９９１年。
全国は２１ページ，その他は各省篇。
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産能力はかなり存在するということになり，１９９０

年代の人口―土地―食糧の三者関係にかんする

悲観的な認識は大幅に修正する必要がある。

ではなぜこのような過小評価が発生したのか。

表３ 耕地面積統計
（単位：万 ha）

A系列 B系列 C系列 対前年純増加
（A系列）

１人当たり
面積（ha）

１９４９ ９，７９３．０１） ９，７８８．０４） ０．１８１
１９５０ １０，０４０．６１） ２４７．６ ０．１８２
１９５１ １０，３７２．３１） ３３１．７ ０．１８４
１９５２ １０，７９７．３１） １０，７９２．０４） ４２５．０ ０．１８８
１９５３ １０，８５８．３１） ６１．０ ０．１８５
１９５４ １０，９４０．９１） ８２．６ ０．１８２
１９５５ １１，０２１．２１） ８０．３ ０．１７９
１９５６ １１，１８８．１１） １６７．１ ０．１７８
１９５７ １１，１８８．６１） １１，１８３．０４） ０．５ ０．１７３
１９５８ １１，７８４．１１） －４０４．５ ０．１６３

１９６５ １０，３６４．６３） １０，３５９．０４） ０．１４３

１９７５ ９，９７１．０４） ０．１０８

１９７８ ９，９４３．９３） ９，９３９．０５） ０．１０３
１９７９ ９，９４９．８２） ９，９５０．０４） ０．１０２
１９８０ ９，９３０．５２） ９，９３０．５．０５） －１９．３ ０．１０１
１９８１ ９，９０３．７２） －２６．８ ０．１０１
１９８２ ９，８６０．６２） －４３．１ ０．０９７
１９８３ ９，８３６．０２） －２４．６ ０．０９６
１９８４ ９，７８５．４２） －５０．６ ０．０９４
１９８５ ９，６８４．６２） ９，６８４．６５） １３，２８６．６６） －１００．８ ０．０９２
１９８６ ９，６２３．０２） ９，６２３．０５） －６１．６ ０．０９０
１９８７ ９，５８８．９２） ９，５８８．９５） －３４．１ ０．０８９
１９８８ ９，５７２．２２） ９，５７２．２５） －１６．７ ０．０８７
１９８９ ９，５６５．６２） ９，５６５．６５） －６．６ ０．０８６
１９９０ ９，５６７．３２） ９，５６７．３５） １．７ ０．０８４
１９９１ ９，５６５．４２） ９，５６５．４５） －１．９ ０．０８３
１９９２ ９，５４２．６２） ９，５４２．６５） －２２．８ ０．０８１
１９９３ ９，５１０．１２） ９，５１０．１５） －３２．５ ０．０８０
１９９４ ９，４９１．０２） ９，４９０．７５） －１９．１ ０．０７９
１９９５ ９，４９７．１２） ９，４９７．１５） １３，３４０．０７） ６．１ ０．０７８

（出所）１）�偉大的十年�人民出版社 １９５９年 １１３ページ。
２）�中国農業発展報告’９６�中国農業出版社 １９９６年 １７９ページ。
３）�全国各省，自治区，直轄市歴史統計資料�編（１９４９―１９８９）�中国統計出版社 １９９０年 １４ページ。
４）�中国経済年鑑 １９８１�経済管理雑誌社 １９８１年 Ⅵ～９ページ。
５）国家統計局編（１９９６，３５５）。
６）�中国土地資源生産能力及人口承戴量研究�中国人民大学出版社 １９９１年 ２２ページ。
７）�中国土地報�１９９６年７月９日，１２月２１日。（４０％の過小評価とあり）
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１９４８～５２年に土地改革の際に耕地分配のため，

各々の村落で農民による土地の丈量が行われた。

その際に判明した耕地面積が以後の農業政策，

農業税，政府への農産物供出量産出の基礎とな

った。耕地は１９５６年合作社に編入され，５８年の

人民公社化以後も変化はなかった。人民公社は

三層の権力機構で構成されていた。今日の郷鎮

政府である人民公社管理委員会，その下が今日

の行政村である生産大隊，末端が今日の村民委

員会の生産隊である。人民公社管理委員会は国

家幹部の末端で共産党の党委員会が存在する。

生産大隊管理委員会は党員ないし積極分子で構

成されるが，土着の幹部が主体となる。ここに

は党委員会はない。１９５３年１１月から政府は農産

物を政府の管理下に置くために，農産物の強制

供出制を導入した。人民公社化以後は人民公社

管理委員会が農産物の分配権を掌握し，各末端

農民はもとより生産隊や生産大隊からその分配

権を取り上げた。

農村人口が一貫して増加するなかで，農民は

中央政府の方針で農村を離脱することはできな

かった。このような情況下で農民は土着幹部を

動かし，既存の農地の潰廃面積を過大に報告し，

新規開墾地を報告しないか過小報告するという

消極的抵抗を行ってきたものと推測される。こ

れは生きるための対策であったであろう。１９９７

年浙江省の杭州市を訪れた際，市の農業庁の役

人に耕地面積の掌握度を質したところ，なかな

か実態をつかみきれないと答えたことが印象に

残っている。杭州市のような発展しているとこ

ろで，しかも市政府下の農村でもこのような情

況である。

この耕地の過小評価現象は第２次世界大戦中

から戦後にかけて強制供出制が敷かれていた日

本でも発生した。供出のがれのためである。先

に１９８５年の調査で既公表耕地より３７％も過小統

計だったことが判明したと述べたが，８５年から

強制供出制がなくなり，供出は政府との播きつ

け以前の契約制に切りかわった年である。また，

食糧事情はかなり緩和されてきたとはいえ，基

本的には逼迫していた。したがって，３７％とい

う過小評価はまだ少なく，実際の耕地面積はも

っと多いと推測される。

以上の耕地面積統計は農民の消極的抵抗によ

り，経済統計が歪められた例である。

３． GDP実質成長率の中央と地方との乖離

国家統計局編（２００１，５６）には，１９９７～２０００

年の各省市自治区ごとの年実質成長率が掲載さ

れている。これを表４として掲載する。１９９７年

の全国の対前年成長率は８．８％であった。しか

し，この成長率より低い省は広西（８．１％），海

南（６．７％），甘粛（８．５％），寧夏（７．６％）のみであ

る。他の２７省市自治区はすべて８．８％以上であ

る。１９９８年は全国成長率が７．８％，これにたい

し，これより小さい成長率の省は新疆ひとつの

みで７．３％と記録されている。１９９９年は全国成

長率７．１％，これより小さい成長率の省は山西

（５．１％）と四川（５．６％）の２つのみである。他

はいずれも７．１％を凌駕している。２０００年は全

国成長率８％であるのに，これより低いのは広

西の７．３％と雲南の７．１％の２つのみである。他

の２９はいずれも８％より高い。加重平均して算

出すれば，全国成長率はさらに高くなる。この

事例は中央が公表する年実質成長率の数字に対

する信憑性を損なうものである。

総じて中国政府公表の経済統計には大きな問

題があることはこの３つの事例から明確になっ

た。そこで以下においてマクロ経済指標に焦点

中国の経済統計の信憑性
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を合わせ，それがもつ問題点を検討する。最初

に，経済計画を立案する際に使用されてきた指

標と成果を測定するマクロ指標は何が使われて

きたかを整理する。

Ⅱ 使用されてきたマクロ経済指標

１． 各５カ年計画使用のマクロ経済指標

経済計画には３種類がある。年度計画，５カ

年計画，中長期計画である。中長期計画は１９５０

年代，１５カ年計画が農業・農村発展や科学技術

発展について作成された。第１次５カ年計画が

１９５３年から開始したから，当時考えられていた

第３次５カ年計画の終了年の６７年までの目標で

ある。３種の計画の中で最も重要なのは言うま

でもなく５カ年計画である。今日までに１０の５

カ年計画が存在することになっているが，公表

されたのは第１次５カ年計画と第５次５カ年計

画から第１０次５カ年計画の７本である。第２次

５カ年計画は基本目標が公表されたが具体的計

画は公表されていない。第３次，第４次，第５

次５カ年計画は基本指標さえ公表されなかった。

当時（１９６０年代から７０年代前半）の政治情況を考

えると，基本指標さえ作られなかったと思われ

る。

公表された５カ年計画が使用している基本的

マクロ指標を整理したのが表５である。工鉱業

農業生産総額は中間投資財をすべて含んだ概念

で，最終生産物ではない。英語で言えば，total

output of industry, mining and agricultureで，

gross outputではない。gross outputは中間財

投入額が入っていない。この指標が第８次５カ

年計画まで用いられた。�国民収入�は表の注

に記したとおり，資本主義社会が用いている国

民所得とは異なる概念である。しかし，これは

純額概念である。この指標が工鉱業農業生産総

額とともに第６次５カ年計画で一回用いられた。

１９８５～９０年の第７次５カ年計画からは GNPが

表４ 全国および各省・市・自治区
の対前年実質成長率

（％）

１９９７ １９９８ １９９９ ２０００

全 国 ８．８ ７．８ ７．１ ８．０

北 京 ９．６ ９．８ １０．２ １１．０
天 津 １２．１ ９．３ １０．０ １０．８
河 北 １２．５ １０．７ ９．１ ９．５
山 西 １０．５ ９．０ △５．１ ７．８
内 蒙 古 ９．７ ９．６ ７．８ ９．７
遼 寧 ８．９ ８．３ ８．２ ８．９
吉 林 ９．２ ９．０ ８．１ ９．２
黒 龍 江 １０．０ ８．３ ７．５ ８．２
上 海 １２．７ １０．１ １０．２ １０．８
江 蘇 １２．０ １１．０ １０．１ １０．６
浙 江 １１．１ １０．１ １０．０ １１．０
安 徽 １２．７ ８．５ ８．１ ８．３
福 建 １４．５ １１．４ １０．０ ９．５
江 西 １１．５ ８．２ ７．８ ８．０
山 東 １１．２ １０．８ １０．１ １０．５
河 南 １０．４ ８．７ ８．０ ９．４
湖 北 １３．０ １０．３ ８．３ ９．３
湖 南 １０．８ ９．１ ８．３ ９．０
広 東 １０．６ １０．２ ９．５ １０．８
広 西 △８．１ ９．１ ７．７ △７．３
海 南 △６．７ ８．３ ８．６ ８．８
重 慶 １１．０ ８．４ ７．６ ８．５
四 川 １０．３ ９．１ △５．６ ９．０
貴 州 ９．０ ８．５ ８．３ ８．７
雲 南 ９．４ ８．０ ７．２ △７．１
チベット １１．３ １０．２ ９．６ ９．４
陝 西 ９．２ ９．１ ８．４ ９．０
甘 蕭 △８．５ ９．２ ８．３ ８．７
青 海 ９．０ ９．０ ８．２ ９．０
寧 夏 △７．６ ８．５ ８．７ ９．８
新 疆 １１．０ △７．３ ７．１ ８．２

（出所） 国家統計局編（２００１，５１，５６）。
（注） △印は全国平均成長率を下回る数字。

10



�国民収入�に替わって登場する。以下，８

次，９次と計３本に用いられ，９次５カ年計画

（１９９６～２０００年）からは工鉱業農業生産総額が使

われなくなった。つまり，総額概念指標から純

額概念指標へと一本化された。GNPには第３

次産業が入るので，物的生産概念の統計から全

経済を包摂する統計へと移行したことがわかる。

これは国民経済計算方式から見るとMPS方

式から SNA体系への移行と言うことができる。

MPS方式は旧社会主義国が用いていた国内物

的生産方式（material product system）であり，

SNA体系は資本主義国が用いている方式で，

国民経済計算体系（system of national accounting）

の略称である。この移行過程を経済建設の成果

を集録している�中国統計年鑑�からみること

にする。

２． 建設成果の表示でみるMPS方式から
SNA体系への移行

今日までに公刊された成果報告の統計書は１９５９

年に出版された�偉大的十年�と８１年から出版

されるようになった�中国統計年鑑�である。

後者の１９８２年版は出版されなかった。これらの

統計書で使用されているマクロ指標を表６に整

理した。

表の上部の項目には Aから Hまでの欄があ

るが，A，B，Cの３項目はMPS方式のもの

である。Aの工農業生産総額は工鉱業と農業

の投入財を含む生産総額である。Bは工鉱業農

業以外の物的生産部門としている部門（貨物運

輸，商業，飲食業）を入れた生産総額である。C

の�国民収入�は５つの物的生産部門の付加価

値額から減価償却をとり除いた純額概念をさす。

DからHまでがSNA体系の指標である。GNPと

GDPは前者が国籍概念で当該国の公民と企業

の海外での付加価値を加え，その当該国の国内

に居住する外国籍の個人と企業の付加価値を除

いた付加価値の合計である。GDPは領土概念

で当該国内でのその国の国籍を持つ個人および

企業のみならず外国籍の個人および企業の経済

活動で生み出された付加価値の合計である。こ

の差はあるが GNP体系でひとつとみてよい。

Fは産業連関表，Gは国際収支表，Hはマネー

フロー表である。

表には各々の項目が何年について数値が掲載

表５ 公表５カ年計画が使用したマクロ指標

対象年限 工農生産総額 国民収入 GNP GDP

１FYP １９５３～５７ ○
２FYP １９５８～６２ ○
：

６FYP １９８１～８５ ○ ○
７FYP １９８６～９０ ○ ○
８FYP １９９１～９５ ○ ○
９FYP １９９６～００ ○
１０FYP ２００１～０５ ○

（出所） 各計画書より作成。
（注） �１１FYPは，First fiveyear planの略。以下同じ。

�２�国民収入�は国内物的純生産に最も近い概念で，工鉱業，農業，建設業，貨物輸送業，
商業，飲食業の純生産をさす。大部分のサービス業は排除される。

中国の経済統計の信憑性
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表
６
経
済
統
計
書
に
掲
載
さ
れ
た
マ
ク
ロ
経
済
指
標
の
変
化

Ｍ
Ｐ
Ｓ
方
式

Ｓ
Ｎ
Ａ
体
系

統
計
書
名

工
農
業
生
産
総
額
社
会
生
産
総
額

国
民
収
入

G
N
P

G
D
P

産
業
連
関
表

国
際
収
支
表

マ
ネ
ー
フ
ロ
ー
表

A
カ
バ
ー
年

B
カ
バ
ー
年

C
カ
バ
ー
年

D
カ
バ
ー
年

E
カ
バ
ー
年

F
カ
バ
ー
年

G
カ
バ
ー
年

H
カ
バ
ー
年

偉
大
的
１０
年
○
１９
４９
～
５９

○
１９
５０
～
５８

中
国
統
計
年
鑑

１９
８１
年
版
○
１９
４９
，５
２
，５
７
，

６２
，６
５
，７
８
～

８１

○
１９
５２
，５
７
，６
２
，

６５
，７
８
～
８１

１９
８３
年
版
○
１９
４９
～
８２

○
１９
４９
～
８２

○
１９
４９
～
８２

１９
８４
年
版
○
１９
４９
～
８３

○
１９
４９
～
８３

○
１９
４９
～
８３

１９
８５
年
版
○
１９
４９
～
８４

○
１９
４９
～
８４

○
１９
４９
～
８４

１９
８６
年
版
○
１９
４９
～
８５

○
１９
４９
～
８５

○
１９
４９
～
８５

１９
８７
年
版
○
１９
４９
～
８６

○
１９
４９
～
８６

○
１９
４９
～
８６

１９
８８
年
版
○
１９
５２
～
８７

○
１９
５２
～
８７

○
１９
５２
～
８７

○
１９
７８
～
８７

１９
８９
年
版
○
１９
５２
～
８８

○
１９
５２
～
８８

○
１９
５２
～
８８

○
１９
７８
～
８８

１９
９０
年
版
○
１９
５２
～
８９

○
１９
５２
～
８９

○
１９
５２
～
８９

○
１９
７８
～
８９

○
１９
８５
～
８８

１９
９１
年
版
○
１９
５２
～
９０

○
１９
５２
～
９０

○
１９
５２
～
９０

○
１９
７８
～
９０

○
１９
８５
～
８９

１９
９２
年
版
○
１９
５２
～
９１

○
１９
５２
～
９１

○
１９
５２
～
９１

○
１９
７８
～
９１

○
１９
８５
，
８７
～
９０

１９
９３
年
版
○
１９
５２
～
９２

○
１９
５２
～
９２

○
１９
５２
～
９２

○
１９
７８
～
９２

○
１９
７８
～
９２

○
１９
８５
，
８９
～
９２

１９
９４
年
版

○
１９
５２
，５
７
，６
２
，

６５
，７
０
，７
５
，７
８
，

８０
，８
３
～
９３

○
１９
７８
～
９３

○
１９
７８
～
９３

○
１９
８５
，
９０
～
９３

１９
９５
年
版

○
１９
７８
～
９４

○
１９
７８
～
９４

○
１９
９０

○
１９
８５
，
９１
～
９４

１９
９６
年
版

○
１９
７８
～
９５

○
１９
７８
～
９５

○
１９
９２

○
１９
８５
，
９１
～
９５

１９
９７
年
版

○
１９
７８
～
９６

○
１９
７８
～
９６

○
１９
９５

○
１９
８５
，９
０
，９
４
～
９６

１９
９８
年
版

○
１９
５２
～
９７

○
１９
５２
～
９７

○
１９
９５

○
１９
９７

○
１９
９２

１９
９９
年
版

○
１９
５２
～
９８

○
１９
５２
～
９８

○
１９
９７

○
１９
９８

○
１９
９２
～
９６

２０
００
年
版

○
１９
５２
～
９９

○
１９
５２
～
９９

○
１９
９７

○
１９
９９

○
１９
９７

２０
０１
年
版

○
１９
５２
～
２０
００

○
１９
５２
～
２０
００

○
１９
９７

○
２０
００

○
１９
９８

（
注
）
カ
バ
ー
年
は
各
統
計
の
収
録
さ
れ
て
い
る
年
を
示
す
。
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されているかをカバーする年を入れておいた。

この一覧表で明らかなように，MPS方式は

１９９３年版，９４年版の�中国統計年鑑�で終わり，

それ以後は使われなくなったことがわかる。こ

れに対し，１９８８年版から GNPで成果を公表す

るようになり，９３年版から GDPと併記される

ようになっている。１９９５年版から産業連関表の

エッセンスが収録されるようになり，国際収支

表は９０年版から登場，マネーフロー表は９８年版

から掲載されるようになっている。１９９８年版か

ら SNA体系が一応揃いぶみをしたといえよう。

こうみてくると１９８０年代中期から始まった SNA

体系への切り換えは，１０有余年かけて９８年に一

応の初歩的完成をみたといえよう。GNPない

し GDPのカバーする年限をみると，１９９７年版

までは７８年以降が掲載されているが９８年版から

は５２年以後が収録されている。その数年前から

過去にさかのぼって推計作業がなされていたこ

とを窺わせる。

政府が SNA体系に踏み込むのが１９８４年１月

である。国務院は＜統計業務を強化する決定＞

を行い，２月に国民経済計算指導小組を設立し

た。この小組が SNA体系の導入とそのための

統計方法および既存資料の組みかえを指導する

こととなった。

統計方法を変えざるをえなくなったのは，国

連や IMF，世界銀行への報告義務もあるが，

経済組織の変化である。それまでは基本的に国

営部門と集団所有部門しか存在していなかった。

政府はこの２部門を末端からの業務報告統計で

掌握していた。また，財やサービスの価格は基

本的に統制価格であった。経済改革期に入っ

て，１９８２年には人民公社が崩壊し，家庭請負い

制という個人農時代に入った。さらに，それま

で人民公社管理委員会と生産大隊とが行ってき

た郷鎮企業（いずれも集団所有企業）の他に，

無数の個人営業者や各種の小企業が発生した。

国営企業も自由に販売できる部分が少しずつ拡

大し，原材料や製品の価格が市場で決定される

範囲が急速に拡大した。都市でも，個人営業者

が爆発的に増加した。統制価格の他に自由市場

価格が生まれ，多重価格が発生した。この情況

から既存の業務報告制では把握できない経済領

域がいっきに拡大した。このような変化を背景

に，抽出調査方法で経済の運行を掌握せざるを

えなくなった。農村部に対しては農村調査隊を，

都市部に対しては都市調査隊を全国範囲で組織

し，恒常的な各種の抽出作業を行う組織化をは

かった。

国家統計局の内部では，国連や IMF，世界

銀行に提出する経済活動を報告するための SNA

体系の研究が進められた。例えば，産業連関表

を例にとると，山西省の統計局がすでに１９７９年

８月，張塞局長の指導のもとで，省の産業連関

表の試作に着手している［国家統計局国民経済

平衡統計司編１９８８，１―２］。これをサンプルとし

て，各省市で試作に入った。１９８６年末には２３の

省級政府と武漢など３市が作成したという。張

塞はこの功績のためか否かはわからないが，の

ちに国家統計局の局長に昇進している。全国レ

ベルでの産業連関表で国家統計局が印刷したも

のは１９８１年，８３年，８７年，９０年，９２年，９５年，９７

年について存在する［李・薛主編１９９８，序文］。

以上の経過を見ると，MPS方式から SNA体

系への転換作業は１９８４年以後本格的に取り組ま

れたと言ってよい。先に表６で GNPが最初に

１９７８年から８７年について登場するのが�中国統

計年鑑�の８８年版であることを指摘したが，こ

中国の経済統計の信憑性
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れはこのような作業の進捗情況を示すものであ

る。国際収支表は比較的に掌握しやすい統計で

あるから，SNA体系の４体系のうち比較的早

く１９９０年版から登場している。GNPまたは GDP

について１９７７年以前にさかのぼりMPS方式指

標に組みかえる作業は８０年代後半から９０年代前

半にかけて行われたと思われる。１９９８年版によ

うやく５２年までさかのぼった数値が掲載された。

Ⅲ GDPの絶対値と成長率の評価を

めぐって

以上の経過を見ると，マクロ経済指標の作成

方法は１９８０年代中期から９０年代末までMPS方

式から SNA体系への移行期であることが知ら

れる。SNA体系の中心的指標の GDPについて，

その内容的な問題をとりあげ，GDPの絶対値

と実質成長率が過大評価の傾向があるのかそれ

とも過小評価の傾向にあるのかについて検討す

る。

１． GDP推計のカバーレッジ問題

MPS方式と SNA体系の差で最も大きなも

のにサービス産業をどこまで入れるかという問

題がある。この内容には３つある。ひとつは政

府行政部門，特に軍隊，警察サービスを算入す

るか否か，第２は帰属家賃収入を算入している

か否か。帰属家賃収入とは自分に帰属する資産

としての持家空間が提供するサービスをさす。

第３は個人営業サービスが正確に把握されてい

るか否かの３点である。

�１ 行政サービスとくに軍隊・警察と各種社

会団体の取扱い

１９８５年４月，国家統計局は�第３次産業の統

計を確立する報告�をまとめた。その内容は第

３次産業を４グループに分ける。第１グループ

は交通運輸業，郵政通信，商業・飲食業，生産

財供給業，倉庫業，第２グループは金融保険業，

不動産業，公共事業，一般サービス業，観光業，

コンサルタント業，情報技術サービス業，第３

グループは教育文化産業，マスメディア，科学

技術研究，保健衛生体育，社会福祉，第４グル

ープは政府行政サービス，政党，社会団体，軍

隊，警察である。この４グループのうち，GDP

に算入するのは第１～第３グループまでとし，

第４グループは排除された。

この点につき，国家統計局に直接ヒアリング

した神戸大学の石原享一教授は，

�（局内の議論の過程では大勢は第４グループ

も包摂すべきだという見解であったが，決定段

階で――引用者）政府，党機関，軍隊，警察

などが拡大すると，GDPが増えることにな

る。そういう事態は正常ではないと国家計画

委員会からクレームがついた。そのため１９８５

年以後の GDPから第４グループが削除され

ることとなった�

と，述べている［石原１９８９，１９２］。

アメリカのような訴訟社会で犯罪やトラブル

がきわめて多く，弁護士業が拡大すればするだ

け GDPが増加するというよくある指摘に通じ

る。GDPは正義の表現形式でもないし，環境

の質を表示するものでもないが，当時の計画委

員会は GDPが一国内の公序良俗に反しない経

済活動の総量を測る一指標にすぎないことを理

解していなかったらしい。

その後の動きを見ると，社会行政サービスを

GDPに算入する努力はされていることが確認

できる。にもかかわらず，低評価があるように

思われる。１９９１～９２年に４００万人という膨大な
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人員を動員して初の第３次産業調査を行った。

その結果が１９９５年９月�中国首次第３次普査資

料�という書名で，４分冊全３９９０ページにまと

められ，統計出版社から出版された。この第４

分冊目の最終箇所にサービス産業調査設計項目

が掲載されている。第３次産業を１２部門に分類

し，第１１部門が�国家機関，政党機関，社会団

体および住民自治組織�となっている。国家機

関は中央政府から省級政府，地級政府，県級政

府，郷・鎮政府よりなる。場所により県と郷・

鎮との間に区級政府があるところがある，政党

機関とは中国は名目上多党政治制をとっていて，

共産党の他に８つの政党があり，いずれも国家

予算で維持されている。社会団体とは，中国共

産党青年同盟，労働組合，中華婦女連合会，体

育協会，作家協会などで，権力中枢である共産

党を側面的に支援する社会組織をさす。これも

会員の会費によって維持するのではなく，国家

予算で維持されている。住民自治組織とは都市

では居民委員会，農村では村民委員会をいう。

都市の行政系列は大都市では市政府→区政府→

街道弁事処までが正規の機関，その下に居民委

員会がある。村民委員会は郷・鎮政府の下にあ

り，日本の村役場に相当する。いずれも上級政

府からの下付金はあると思うが，自前で調達す

る部分がかなりある。とくに農村では一種の村

税で�費�と呼ばれる正規の税以外の徴収で村

民委員会が維持されている。

上記書の第１分冊目の２４～２５ページに第１１項

目の政府機関等の，法人単位数，職員数，総産

出高，付加価値の４つにつき，１９９１～９２年の統

計数字が掲載されている。それを１９９２年につい

てまとめたのが表７である。第１１項目のサービ

ス産業は営利活動ではないので，第１０項目の科

学研究および総合技術活動と比較する。

この表からわかるように，行政サービス，社

会サービスは第１０項目の科学研究や調査活動に

比し，１人当たり付加価値がかなり低く推計さ

れていることがわかる。両方とも非営利性活動

であり，第１０項目の大部分は国営である。賃金

水準は基本的に国家により決定されているはず

である。居民委員会がきわめて低いことも理解

に苦しむ。

１９９１年，９２年に行われた全国サービス業調査

で，行政社会サービスまでも付加価値計算がな

されているということは，それまでおそらく欠

落していたであろうこの部分の GDP計算には

大きな一歩を踏み出したといえる。しかし，こ

の低評価をどう考えるか。

表７ １９９２年の非営利的サービス部門の
就業者１人当たり付加価値額

（単位：元）

１人当たり
付加価値額

第１０項目
科学研究及総合技術活動 ７，８６５
うち：自然学研究 ７，００８

社会科学院 ６，６３４
総合科学研究 １０，２５９
気 象 ５，２３５
地 震 ５，７０７
国土調査事業 ６，２２９
海洋環境事業 １３，５４９
環 境 保 護 ５，７８７

第１１項目
政府，政党及社会団体 ４，２２５
うち：政 府 ４，７６６

政 党 ３，９５０
社 会 団 体 ４，５６３
居民委員会 １，５９６
村民委員会 ２，８９５

（出所）�中国首次第３次普査資料�統計出版社
１９９５年。

中国の経済統計の信憑性
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軍隊・警察など先に指摘したサービス業の第

４グループについては，この調査設計の第１１項

目には，調査対象になっているように書かれて

いる。１９９５年に出版された国家統計局編（１９９５，

４６）の４６ページには，軍隊と武装警察の付加価

値計算方法が次のように説明されている。

�その他サービス業のうちのその他業種と

は，軍隊と武装警察を指し，その付加価値計

算はこの特殊職業に従事する人員の賃金（あ

るいは手当）および無償提供される食事と衣

服を加え，さらに軍隊のもので民用に供され

ている建物，設備，車両のみなし償却を加え

る。資料取得の困難性から推計を行う。人員

数については食糧部門が供給する食糧の量か

ら１人当たり量で算出する……�。

推計方法が具体的であり，１９９０年代に入って

から推計されていると考えてよかろう。

しかし，軍隊は駐屯地でかなり食料の自給生

産を行っている。また，民用に供されている建

物以外の建造物や設備，兵器の減価償却には言

及されていない。軍隊は算入はされるようには

なったが，低評価されている。

行政サービス全体については別の面から低評

価されている要因がある。�中国首次第３次産

業普査資料�第１分冊の２４ページに，政府機関

職員は１９９２年１２９７万５０００人と出ている。対人口

比は１．１％。これに入っていない居民委員会，

村民委員会の職員数は４９５万７０００人，両者合計

で１７９３万２０００人，対人口比１．５％である，これ

だけがいわば国の管理者である。多くの国々の

例では，対人口比３％前後が一般的である。日

本の例では平成１４年末，国家公務院員が約８０万，

地方公務員が３１４万人で，計３９４万人，これには

裁判所職員は入っていない。対人口比は３．２％

である。

なぜこのように少ないかというと，各社会団

体，企業，学校などが行政を担当しているため

である。これは後に述べる中国社会の�単位主

義�といわれるもので，�企業が行政をやり，

政府が経済を行う�といわれてきた制度にある。

趙紫陽が総書記時代の１９８８年に�政企分離�の

方針が出され，企業は経済活動に専念し，行政

サービスや社会サービスを企業から分離させる

ことになっているが，この改革はなかなか進ん

でいない。むしろ�翻牌公司�といって，政府

の一部が分離独立し，企業の看板を掲げるケー

スがきわめて多い。後に紹介する中国石油天然

ガス集団公司がその一つである。この法人単位

に埋没している行政社会サービスの分離が不十

分であるため，この部分のサービス付加価値は

著しく低評価されていると思われる。

�２ 住宅の帰属収入の算入の不十分さ

１９８０年代まで都市の住宅は給与住宅制であっ

た。すなわち，持ち家を許さず，勤務先が建設

し，当該職員に賃貸するというもので，一種の

社宅である。その場合の家賃は管理費しかとっ

ていなかった。資本主義社会の家賃算定は地代，

建物の減価償却費，維持修理費，管理費，利子，

固定資産税，利益の７項目を入れないと，住宅

経営は成立しない。管理費しかとっていなかっ

たというのは住宅は福祉の一環であるという考

えからである。都市化が進めば進むほどこの制

度では企業の負担と国の負担が増加するので，

１９８０年代初期から家賃の引き上げと持ち家制の

導入を模索してきた。１０数年の試行錯誤ののち

に朱鎔基が総理になってから，居住している住

宅の払い下げ，新築住宅はすべて持ち家制を行

うまでになった。１９９８年からである。農村は基
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本的に持ち家制である。GDP推計では個人所

有住宅に家賃が発生しているとみなし，それを

推計に算入する。

１９９１～９２年のサービス業センサスでは帰属家

賃収入には言及がない。登場するのが，国家統

計局編（１９９５）である。

同書の４９ページに住宅の帰属家賃の GDPへ

の算入推計について次のように述べている。

�持ち家のみなし家賃は，都市については

都市建設統計年報の年末個人所有住宅数およ

び家屋建設量と使用年限から推計し，農村の

住宅は農村家計調査資料から，農村住民の生

活用住宅面積，建設費および使用年限から推

計することができる�。

問題は，都市・農村ともどこまでこの推計が

実施できたかにある。都市住宅については１９８５

年全国都市住宅センサスが実施された。また，

持ち家制実施のため，既存住宅の払い下げを行

っているが，払い下げの際に築年が価格付けの

重要な要素となっている。年率２％の減価償却

率で算出している。また，人口センサスの際に

住宅調査項目も入っているので，統計局の掌握

度の精度はかなりあがっていると思われる。

農村住宅については大きな問題がある。農村

での住宅ブームは都市より早く，１９７０年代末か

ら発生し，�人民日報�などにその建設量が掲

載されるようになった。しかし，今日までどこ

まで正確に統計局が掌握できるようになったか

の情報は得ていない。ただ，１９９８年版の�中国

衛生年鑑�３６５ページには，都市・農村の住宅

につき，１戸ごとに便所が付設されているか否

かの統計が掲載されている。農村で便所付きの

家屋の比率は９０．３％，都市では６１％と出ている。

農村家屋の比率が多いのは，屎尿を肥料にする

ためと思われる。都市の便所付き住宅比率が低

いのは旧い住宅で，家の中にお丸があり，これ

に用便をして街道の公衆便所に捨てるという家

屋がいまだ建て替えられていないからである。

しかし，この種の統計が出るようになったこと

自体，住宅調査は進んでいる証と言えよう。

ただし，調査が進んでいても GDPに算入さ

せるみなし家賃の推計となると，中古家屋の価

格や市場家賃の統計が必要となる。新築住宅に

ついては市場価格が成立しているが，中古住宅

や家賃市場は未成立の段階にある。以上の事情

を考慮すると，現段階においてみなし家賃の推

計はきわめて不十分なものと思われる。

先に引用した�中国統計調査制度１９９４�の

当該箇所は推計方法の説明で，これがどこまで

実施されているかについては大きな疑問を投げ

かけざるを得ない。これは現在の中国のあらゆ

る分野に言えることだが，国連や先進諸国の法

や制度を取り入れることには素早いが，実施に

は５年，１０年もかかるという通弊がある類のも

のと考える。

もし，この部分が不十分にしか算入されてい

ないとすると，その額はかなり大きい。人口セ

ンサス統計から割り出すと，１９９０年代末の世帯

数は都市で約１億３０００万，農村部は２億２０００万

くらいになる。複合世帯もあるから両者の合計

５億５０００万より住宅数は少ないが５億以上には

確実になる。GDPに占めるみなし家賃の比率

を若干の国でみると，１９９９年概算で，日本９．６％，

アメリカ７．２％，デンマーク５．６％，イギリス

５．４％，韓国５％である（�朝日新聞�２００２年９

月２日）。中国でみなし家賃がどこまで算入さ

れているか不明だが，現在公表されている GDP

にたいし４～５％のかさ上げが必要となると推

中国の経済統計の信憑性
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測できる。

�３ 未登録業者の漏れ

サービス業のカバレッジの第３の問題は１９９１

～９２年のサービス業センサスの対象から漏れて

いる業者の存在である。同センサスでは調査対

象を，①独立採算制をとっている企業，②企業

化されていない事業体，行政体，社会団体，③

営業許可証を持っている者，それを持たない個

人営業者となっている［全国第３産業普査弁口

室編１９９５，３８７３］。

営業許可証を持っていない個人営業者もセン

サスの対象になっているが，調査段階でどこま

で捕捉できたかという技術上の問題がある。中

国のみならずどの国も個人営業者の把握はかな

り難しい。日本ですら，税務署が把握できる農

民，漁民，個人商店などの所得は３０％と言われ

ている。世に言われている９・６・３である。

サラリーマンの所得は９０％把握されるが，中小

企業は６０％，農民・漁民・個人商店は３０％のみ

という内容である。農村では人民公社崩壊後，

農村の行政組織は著しく弱体化している上に，

人の流動化が激しくなった。また都市の個人営

業者は農村に劣らず急増している。彼らに対す

る捕捉力は著しく低いとみてよい。

以上３点から，１９９１～９２年の第３次産業調査

は GDP推計で著しく精度を高めたと思われる

が，その正確さにおいてはなはだ大きな疑問が

存在すると言えよう。

国家統計局は１９８５年からMPS方式から SNA

体系へのマクロ統計の組み換え作業を行ってき

た。今日までに公表されている統計をみると，

１９５２年までの推計作業が終了していることは，

すでに紹介した。１９９１～９２年の第３次産業セン

サスはこの作業を進めるうえで大きく貢献した

と思われる。この組み換え作業と年次を溯って

の推計は１９９７年１０月，東北財経大学出版社から

�中国国内生産総値核算歴史資料 １９５２―１９９５�

として上梓された。１１００ページに及ぶ資料であ

る。その序文に�１９９３年の全国初の第３次産業

センサスの結果から，以前の GDPの推計では

第３次産業が過小評価されているきらいがある�

と述べている。

では，実際に今日公表されている GDP統計

に占める第３次産業 GDPの比率はどうなって

いるか。表８にまとめた。

この表を見ると，１９８４年，８５年，および９１年

の拡大が著しい。１９８４年，８５年は個人サービス

業が都市で著しく増加した時期であるのと，低

いサービス料金が引きあげられ始めた時期であ

る。とくに都市でのサービス料金は無料か雀の

涙に近い価格であった。この価格の歪みの修正

に入ったのが１９８５年である。

１９９１年の第３次産業比率が急拡大しているの

は，第３次産業センサスで新たに捕捉された部

分が加算されたものと考えられる。１９９４年以後

はこの比率の拡大はそれほど見られず，３０～３３％

表８ GDPに占める第３次産業

年
GDPに
占める比
（％）

構成比の
大幅拡大
（ポイント）

年
GDPに
占める比
（％）

構成比の
大幅拡大
（ポイント）

１９８１

１９８２

１９８３

１９８４

１９８５

１９８６

１９８７

２１．８

２１．７

２２．４

２４．７

２８．５

２８．９

２９．３

－０．１

＋０．７

＋２．３

＋３．８

＋０．４

＋０．４

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

３０．２

３２．０

３１．３

３３．４

３４．３

３２．７

＋０．９

＋１．８

－０．７

＋２．１

＋０．９

－１．６

（出所） 国家統計局編（２００１，５０）。
（注） 太字数字は，構成比が著しく拡大した年の拡

大構成比の数値。
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の間を推移している。

このように，少しづつ改善されているが，国

際的にみて第３次産業比率は依然として著しく

低い。表９は世界銀行が集計した２０００年の各国

のGDPに占める第３次産業の比率を示した

ものである。同比率の小さい順に並べた。ペテ

ィー―コーリン・クラーク（Petty-Colin Clark）法

則では経済発展に伴い，第２次産業が拡大，さ

らに進むと第３次産業が拡大すると教えている

が，第３次産業の拡大については所得の低い経

済でもかなり高く，この法則は必ずしも当たら

ないという指摘がなされるが，この表から中国

の１人当たり８７０ドルの GDPに対し，第３次

産業比率の低さは異常である。これは前述した

ような低評価メカニズムが存在するものと思わ

れる。

２．�単位主義	の問題とGDP推計単位

�単位主義�とは中国社会の基底をつくるも

ので，企業，政府機関，軍隊，学校などすべて

の法人が，内部の自給的サービスを持つという

特徴，さらに企業では内生比率がきわめて高い

という企業形態であることの２点をさす。第１

点から説明する。改革前の中国では企業が社会

サービスを行い，政府が経済を行うとよく言わ

れた実態である。最も典型的であったのが農村

人民公社で，これは農工商学民兵を包摂するひ

とつの単位であった。都市の諸法人でも類似し

た形態であった。筆者が１９８０年にヒアリングし

た瀋陽自動車工場（今日の第１汽車集団公司）の

例を挙げよう［小島１９８３］。

工場敷地２０１万平方メートルのうち生産用用

地が半分，他の半分は生活用地で，住宅，学校，

運動場，商店，娯楽施設などである。従業員４

万６０００人のうち，直接生産にかかわる者はわず

か２万人であるという。学校は小・中学校１５，

幼稚園２１を経営。このような生活用サービス提

供単位が独立採算制をとり，GDP算出の対象

として扱われているのか否かである。当該企業

の生産額統計をとる単位はどこなのか，会計単

位はどう規定されているかを説明者に質したが，

回答はえられなかった。外国人訪問団にたいし，

このような質問に答えられる人はほんの一握り

の上層部のみで，回答がえられなかったことは

むしろ当然である。

企業や政府機関内，団体の内部の自給的サー

ビス部門が１９９１～９２年のサービス産業の調査対

象になっていたが，その後の GDPに算入され

ているのか否か。この部分が独立したサービス

表９ １人当たり GDPと GDPに占める
第３次産業比率（２０００年）

国 名 １人当たり
GDP（ドル）

第３次産業比率
（％）

アルジェリア ２４０ ２１
ラ オ ス ２９０ ２５
中央アフリカ ２９０ ２５
ナイジェリア ２６０ ２８
中 国 ８４０ ３４
カンボジア １１０ ３５
インドネシア ５７０ ３６
エチオピア １００ ３７
コ ン ゴ ー １００ ４１
ベ ト ナ ム ３９０ ４０
イ ン ド ４６０ ４６
ウクライナ ７００ ４７
マレーシア ３，３８０ ４８
タ イ ２，０１０ ４９
パキスタン ４７０ ５０
エ ジ プ ト ３，０９０ ５０
韓 国 ８，９１０ ５１
フィリピン １，０４０ ５３
ガ ー ナ ３５０ ５６

（出所） World Bank（２００２，２３２，２３３，２３６，２３７）

中国の経済統計の信憑性
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企業という取り扱いがなされると，第３次産業

は著しく多くなる。

国家統計局編（１９９５，４５）に法人単位内サー

ビスの GDP推計については次のように記され

ている。

�この部分（企業内自給的サービス――引用

者）のうちで，国有企業は賃金表を参照し，

工鉱業・建設業の従業員分類の中の�サービ

ス部門従業員�のうち，社会サービスを担当

する人員数が全体の従業員に占める比率を割

り出し，その他の関連資料を用いて国有部門

の各業種の社会的サービスに従事する従業員

数と年１人当たり平均賃金総額を算出し，こ

の部分の賃金総額を推計することができる。

この部分のサービス業は独立採算制をとって

おらず，福祉的な性格であるから，利潤や税

金はないがごくわずかである。このため利潤

や税金は関連資料から推計するかまたは推計

しない�。

集団企業もこれに準じるが，引用部分からわ

かるように，付加価値構成部分のうち，利潤と

税金は計られない。もっと大きな問題は私営企

業が入っていないことと利潤や税金が入らない

ことであろう。さらに大きな部分は�社会的サ

ービス�の範囲をどこで引くか，また概念上明

確であっても，賃金表でそのとおりに書き込ま

れているか否かであろう。また，政府機関など

の行政サービス機関について言及はないが取扱

いが同じであるのか否か，筆者は確認していな

い。もし，確認ができれば，例えば前述した軍

隊内などの行政サービスなどについてはこの分

の低評価の可能性について低評価だとする判断

は取り下げねばならない。

１９９０年代中期から法人単位内のサービス業に

ついては GDP算入の試みに入ったとまでは言

える。しかし，より精度が高い推計には分社化

して独立採算性の単位に組み替えるしかない。

第２の点の内生比率が高いことによる GDP

の低評価問題である。鉄鋼生産は銑鉄を生産す

る高炉部門，高炉から出る銑鉄を粗鋼に製錬す

る製鋼部門，製鋼部門で生産される粗鋼をパイ

プや薄板，厚板にする鋼材部門の３部門により

構成される。各々の部門が独立採算制をとる独

立企業に分社化されると，それだけで GDPは

増加する。特に自動車や電機産業では，何百，

何千という部品企業が存在する。日本の自動車

工業の大手企業の生産比率は出荷額の３０％前後

と言われている。生産工程や部品部門が分社化

され，各々が独立採算企業になると GDPは増

加する。

経済改革はこの�単位主義�を改め，内部自

給的サービスの分離や分社化を試みてはいるが，

幹部も従業員も最も強く抵抗し，進捗していな

い。したがって�単位主義�は GDPの絶対額

を過小評価する要素となっていると同時に，内

部自給的サービスの分離と生産工程の分社化の

進展は成長率を高める方向に作用する。

３． 企業組織と統計単位および会計単位

これまで�単位主義�について述べてきたが，

企業そのものについては語ってこなかった。中

国の企業の呼称は多々ある。集団公司，控股子

公司（持株子会社），管理局，総厰，有限公司，

分公司などなどである。これらは２層から４層

の企業の各々の段階で呼び名を異にしている。

中国のメジャーのひとつである中国石油天然

ガス集団公司を例にしてみると，図１，図２の

とおりである。集団公司の A列に中国石油天

然ガス株式有限公司がある。B列は中国語で
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�機関�と呼び，集団公司の管理部門である。

C列が企業ないし学校など付属部門で，全部で

６８の単位がある。これがいわば集団公司の直属

企業ないし単位である。C列の最初の石油天然

ガス生産支援企業が１６あるが，その内訳は，�１

大慶製油管理局，�２吉林石油有限責任公司，�３

遼河石油探査局などである。�４は新疆石油局で

この下にさらに独山子石油化工総厰，准東石油

探査開発公司，新疆石油学院などがある。C列

の下にもう１層ある。その各々が内部自給サー

ビス部門をもち，ひとつの単位となっている。

集団公司の下に A列の中国石油天然ガス株

式公司があり，それが図２である。この図の D

列は同公司の管理部門で，E，F列が生産販売

単位である。F列の各地方公司の下にはもう一

層の子公司があるはずである。

このような多層の各単位のうち，GDP推計

のための統計単位はどこになるのか，会計単位

はどこに置かれているのか。大中企業の順位を

示す企業分析では，集団公司または株式有限公

司という全体しか出ていない。集団公司は企業，

研究所，学校など６８を持ち，株式有限公司は地

方公司だけで５６，これに研究院，企画総院，連

合石油有限責任公司の３つを付け加えると５９単

位となる。仮に地方公司が統計単位や会計単位

であったとしても，その配下の各地のスタンド

はどう統計されているのか。日本ではここが統

計単位であり会計単位である。

統計単位と会計単位を末端に下げれば下げる

だけ GDPは高く出るはずである。

４． 統計に働く政治的バイアス

第Ⅰ節の統計水増しの事例は，各級の党委員

図１ 中国巨大石油メジャーの組織図

中国石油天然ガス集団公司 その他株主

A列 中国石油天然ガス株式有限公司
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（出所）�中国石油天然気集団公司年鑑�２００１年版（見開き）。
（注）２０００年１２月３１日現在。
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会書記の功名争いが要因であった。統計関係者

はこれを�水分�と呼んでいる。この政治的バ

イアスは今日消滅したのか否か。否である。国

家統計局は１９８２年から�統計�という月刊誌を

刊行し始めた。１９８９年から�中国統計�と改題

され，今日に至っている。この月刊誌をみると，

水増し統計のことがしばしば登場する。最近の

もので GDPに関係する記事をひとつ紹介する

［張１９９９，１２］。

�計画経済時代（１９７９年以前をさす――引用者）

に用いられた統計方法を現在も用いているた

めと一部の地方政府がもっていた政治的機能

が今日も依然として存在しているために，統

計の水増しがある。計画指標が下達されると，

受けとった法人は本来目標値であるのが達成

しなければならない義務指標となる。経済成

長率目標が各級政府の行政命令に転化し，こ

れが必然的に水増しを生む温床となっている。

１９９８年の例でみよう。各級政府は当年の GDP

成長率目標を上級政府に提出する。各省級政

図２ 中国石油天然ガス集団公司配下の１企業の組織図

中国石油天然ガス株式有限公司
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府が確定した成長率は全国の成長率より高く，

地級政府の成長率は全省の成長率より高い。

さらに県級政府が提出した成長率は地級政府

の成長率より高いという不正常な現象が生ま

れている。さらに一部の地方では成長率目標

の実現を昇進の道具に使うという政治問題に

転化し，統計局に大きな圧力をかけ，その独

善さは目にあまる�。

行政系統は中央→省級政府→地級政府→県級

政府となっている。下にいくほど成長率目標が

高くなるというメカニズムがよく表現されてい

る。執筆者は山東省の地級政府の統計局員であ

る。実名でこの引用文を書けるようになったこ

と自体，中国社会の変化を感じるが，GDPの

水増しメカニズムは本質的に事例１と同じであ

る。第Ⅰ節の事例３で見た各省の成長率は全国

平均の成長率を上回るという事態はこのメカニ

ズムが一定の役割を果たしていると考えられる。

ただ，�統計５カ年計画�という言葉がよく

使われるが，いったん作為的に統計を水増しす

るとそれを修正するのに５年かかるという意味

で，これが働くのでいつまでも地方の党委員会

書記が功名争いで水増しを続けることは不可能

だと考える。

５． 実質成長率算出のためのデフレーター
問題

実質 GDPは各目 GDPをデフレートするこ

とでえられる。このデフレーターが低い場合に

は，実質成長率は高めに出る。SNA体系の GDP

デフレーターは GDE（総支出）の構成項目であ

る家計消費，投資，政府支出および輸出入差額

につき，各々のデフレーターを作成し，それを

調和平均した指数として問題的に求められる。

中国では，インプリシット・デフレーター作

成についての議論は深まっていない。工業生産

指数についてのみ情報が比較的多い。この作成

方法の歩みを追って補完的な説明を行う。

すでに述べたとおり，MPS方式時代は生産

総額指標が使われてきた。工鉱業の発展速度の

計測も例外ではない。SNA体系指標への切り

換えは１９８０年代後半から付加価値による計測指

標の作成の検討が始められた。先進諸国の工鉱

業生産指数作成方法を参考にしながら，指数作

成の統計学上の諸方法，例えば価格指数調整法，

価格差額法などを含む方法の比較がなされた。

たどりついたのが工業生産指数法と国家統計局

の関係者が呼称する方法である。

この方法は多くの先進国が採用している方法

と大差はない。何百，何千かの工鉱業品目を選

定し，各業種のウェイトを基準年につき確定し，

付加価値で計測するものである。従来の方法は

品目の選定を行い，その生産量を工場法による

業務報告からえていた。価格はすべて公定価格

であった。工場法では例えば粗鋼１００万トンの

生産企業が鉄鉱石開発部門，運搬部門，鉄鋼生

産部門，粗鋼生産部門，さらに鋼材工程などを

包含していても，粗鋼生産量一本が政府に報告

される。その生産総額で指数が作られてきた。

もしこれらの諸工程が各々独立採算制をとる企

業に分社化され，各工程の付加価値で計測され

る方法がとられ，各々の部門から対象品目が選

ばれると，指数の精度は向上する。

これまで採用されてきた不変価格を表１０にま

とめる。基準年は１９７０年以後１０年間隔となった

が，その前は５７年の基準価格を１３年間用いてい

たことと出荷価格を用いていたことがわかる。

選定品目数の情報はない。先進国の多くの国が

５年で改定しているが１０年間隔はきわめて長い。
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その間の産業構造の変化を取り入れることがで

きない。１９８０年代後半からおびただしい新製品

が登場しているが，これが入らないところに特

質がある。また，出荷価格は総額概念であり，

これにより付加価値率を乗じているか否か不明

である。

以上の特質からデフレーターは小さく出る可

能性が大きい。小さく出れば成長率は高く算出

される。

デフレーターの欠陥に気づいて国家統計局は

その改正にのり出した。１９８６年省級政府と国家

計画会議に出席する資格を持つ都市（中国では

これを単列市と呼ぶ。単独で列席資格を持つ都市

の意味である）で，投入財を含む価格調査を行

い，その結果を用いることを決定した。実際の

作業に入ったのが１９８９年からで，都市調査隊が

恒常的に行うようになった［劉・熊１９９９，１４］。

これは消費財のみならず，投入財の自由市場が

急速に拡大し，公定価格と自由価格との併存状

態になったためである。従来は４００品目，７８０規格

を調査対象にしていたが，１１４０品目，３１２０規格に

対象を拡げた。選定品目は工鉱業の大分類４０業

種，中分類１９７の中から，平均５～６を選んだ。

対象企業は年間の販売額を５００万元以上とした。

全国範囲でいっきに行うことができないの

で，１９９７～９８年に中央と省級政府で指数の作成

を実験的に行うことになった［彭・于１９９９，１４］。

月報用には業務量が過大になるので，従来の１００

品目から５００品目に拡大するが，この範囲にと

どめている。

その成果を精査し検討して以後，２００２年に中

央（１月）と省段階（４月）で全面的に施行するこ

ととなった［国家統計局設計管理司２００２，５―６］。

月報用については国有の工鉱業企業と販売収入

５００万元以上の企業を対象としている。省級政

府の下の地級政府とさらにその下の県級政府で

は実験的な指数の試作にとどめている。

指数算出の公式は次のとおりである。

報告期当年
価格生産額

×
前年の工鉱業
付加価値率報 告 期 不 変

価格工鉱業GDP
＝

報告期工鉱業製品
工場渡し価格指数

報 告 期 不 変
価格工鉱業GDP

工鉱業成長率＝ ×１００
基準年価格
工鉱業GDP

以上みてきたようにMPS方式から SNA体

系への移行に伴う指数の改訂作業は最も進んで

いる鉱工業生産指数においても，やっとこの段

階まで進んだことが知られる。経済活動の全域

を包摂する精度の高いデフレーター作成は今後

の課題であると言えよう。

デフレーターについては以上の検討から，こ

れまでの方法は新製品が包摂しにくい点，やっ

と付加価値を用いる段階に着手した点などから，

成長率を高く算出する傾向があると結論づけら

れる。

表１０ 不変価格の基準年

対象年 基準年

１９４９～５７ １９５２ １９５２年第３四半期の全国統一
の平均工場渡し価格

１９５７～７１ １９５７ １９５７年１月１日の全国統一の
加重平均価格

１９７１～８１ １９７０ １９７０年の第４四半期の工業製
品の出荷価格

１９８１～９０ １９８０ １９８０年の工業製品の出荷価格

１９９０～２０００ １９９０

（出所） 石原（１９８９，３２２）。
（注） 石原享一氏作のものを他の資料で若干修正。

１９９０～２０００年についてはつけ加え。
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結 語

以上の検討から得られる結論は，次のとおり

である。

第１ GDPを中心とするマクロ指標の作成は

MPS方式から SNA体系への移行過程に

ある。GDP推計は１９９０年代中期に約１０年

かけて第１段階を終了した。今後はより精

度を高める段階に入った。

第２ MPS方式使用の１９８０年代中期以前は言

うに及ばず，９０年代後期までの GDP推計

の第１段階までの公表 GDPの数値はかな

り過小評価されている可能性がある。これ

は推計範囲のカバレッジの問題，各法人の

自給的サービスの存在，統計単位の類層的

組織などによる。カバレッジが拡大し，自

給的サービスや高い内生的比率の企業の分

社化が経済改革で進めば進むほど成長率は

高く出る可能性がある。

第３ GDPを過大評価する，あるいは過小評

価する政治的社会的要因が存在する。上方

バイアスは各級党委員会書記の功名争いか

ら生まれている。下方バイアスを生む要因

は民の消極的抵抗である。食糧不足時代は

農民の消極的抵抗の行動もみられた。今日

では小企業や個人商店などの納税回避行動

がこれにあたる。今後は上方バイアスより

下方バイアスの方が大きくなる可能性が大

きい。

第４ GDPを過小評価する要因のひとつにデ

フレーターがある。それは新製品を不変価

格作成にとり入れ難い方法上の問題が存在

する。

第５ GDPを過小評価する要因の最大の要因

は，政府機関，法人の組織形態に存在する。

法人内の自給的サービスの広範な存在と内

生比率の高さ，統合的企業形態などである。

経済改革のなかで，この分離，分社化が最

も難しく，進捗情況は遅い。

総じて公表 GDPの絶対値は大幅に過小評価

されている。しかし，成長率は過大評価されて

いるように思われる。両者ともどのくらい過大，

あるいは過小評価されているかと問われれば，

絶対値の方は４０～５０％はあるのではないか，後

者は１～２％という印象を受ける。ただし，こ

れは神々の語らいの範囲に入る。

（注１） Movshuk（２００２）のレファレンスに一連の

論文あり。なお，本稿と関係のある論文で，モクシュ

ク（Movshuk）のレファレンスにないものとして，

つぎの３点――石原（１９９４），岡本（２０００），許（２０００）

を付け加える。

（注２） 中国は１９９５年に初の農業センサスを行って

いる。ここで明らかになった耕地面積統計は，表３C

系列に属し，国家統計局編（２０００）以後の耕地統計と

同じである。安徽，河北，山東，四川などいくつかの

省で省別のセンサス結果が出版されている。
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